
（様式第１） （１/４）

法人登録印

代表者名

(役職、氏名)

電話番号

FAX番号

責任者名 E-mail

※２　申請者が複数の場合は、全ての申請者について（２／４）に記入のうえ押印して下さい。
      ただし、補助対象設備を所有する予定の申請者を筆頭に記入し、また、複数の申請者が補助
　　　対象設備を所有する予定の場合は補助金交付申請額が多い申請者を先に記入して下さい。

法人名

(事業所名)

事業所代表者印

所在地

責任者所属 電話番号

部署・役職 FAX番号

責任者名 E-mail

平成２４年度石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・利用インフラ
整備事業（災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業に係るもの））補助金交付申請書

 平成２４年度石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・利用インフラ整備事
業（災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業に係るもの））業務方法書第９条第１項の規定に
基づき、下記のとおり補助金の交付を申請します。

※１　該当する欄の□を■に変更して下さい。

※３　整備事業所の内容が上記１の申請者と同一の箇所は、記入不要です。
※４　同一事業者が複数の事業所を申請する場合は、事業所ごとに申請書を作成して下さい。

注：この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とすること。

整備事業所に対する
申請者の役割

平成　　年　　月　　日
日本ＬＰガス団体協議会　会長殿

記
１．申請者

法人名

所在地
〒

□所有者　□使用者　□配送事業者　□保安事業者

責任者所属
部署・役職

２．整備事業所（整備を実施する充てん所）

事業所
代表者名

(役職、氏名)

〒



（２／４）

法人登録印

代表者名

(役職、氏名)

電話番号

FAX番号

責任者名 E-mail

法人登録印

代表者名

(役職、氏名)

電話番号

FAX番号

責任者名 E-mail

法人名

□所有者　□使用者　□配送事業者　□保安事業者

※５　共同申請者が存在しない場合、記入は不要です。
※６　上記以外に共同申請者がいる場合、この用紙を複製使用し、全て記入して下さい。

所在地

注；この用紙の大きさは日本工業規格Ａ4とすること。

整備事業所に対する
申請者の役割

（様式第１）

３-１．共同申請者

整備事業所に対する
申請者の役割

□所有者　□使用者　□配送事業者　□保安事業者

法人名

所在地
〒

責任者所属
部署・役職

３-２．共同申請者

〒

責任者所属
部署・役職



（３／４）

増強内容

主要設備名

　・

　・

　・

　・

　・

　・

注：この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とすること。

（３）災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業のための主要対象設備の増強等内容

□ＬＰガス充填設備等

□自家発電設備

□ＬＰガス自動車

□緊急用通信設備

（様式第１）

４．事業の概要

５．申請要件
（１）申請者の資格等

□する　□しない業務方法書第３条第２項の要件に該当するか。

□する　□しない
業務方法書第８条の各号（欠格事由）に規定する者に該当する
か。

（２）整備事業所の用途

ＬＰガス充填所の用途 □家庭用　□業務用　□その他（　　　　　）



（４／４）

項目

①設計費

②設備費

③工事費

④稼動確認費

合　　　計

　

開始予定日

　　　本補助事業において、補助を受けようとする設備に対し、他の国の補

　　　た決算書類を添付すると共に、利益等排除計算書を作成・添付し、利益等排除額を補助事業に
　　　要する経費から減算したうえで、補助対象経費を算出して下さい。

注：この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とすること

　　　請負契約者又は資材購買契約者の対象として考えている。

有　　・　　　無

　　　本事業に関し「出資比率１５％以上の会社」を、直接又は間接の工事 有　　・　　　無

８．実施計画

　別添　実施計画書のとおり。（別紙２）

９．確認事項（有、無のいずれかに○を記載）

（１）本事業に関し、他の補助金を重複して受けている。

（２）本事業に関し「子会社・関連会社」の使用の有無

　　　助金を受けている場合は申請できません。

円

７．補助事業の開始及び完了予定日

　　年　　月　　日完了予定日　　　　　年　　月　　日

円 ２／３

円

円

円

補助対象経費
補助事業に
要する経費

円

６．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額　　　　　　　　　　

補助金交付申請額補助率

（様式第１）

円

※７　上記（２）が有の場合は、当該会社の直近年度の売上高、売上総利益、営業利益額が明記され



項目 選定業者名 数量 単位 金額
１． 0

① １ 式
１ 式

② 自動車用充填設備関係 １ 式
１ 式

③ ＬＰガス自動車関係 １ 式
１ 式

④ ＬＰガス自家発電設備関係 １ 式
１ 式

⑤ 非常用通信設備関係 １ 式
１ 式

２． 0
① １ 式

１ 式
② 自動車用充填設備関係 １ 式

１ 式
③ ＬＰガス自動車関係 １ 式

１ 式
④ ＬＰガス自家発電設備関係 １ 式

１ 式
⑤ 非常用通信設備関係 １ 式

１ 式

３． 0
① １ 式

１ 式
② 自動車用充填設備関係 １ 式

１ 式
③ ＬＰガス自動車関係 １ 式

１ 式
④ ＬＰガス自家発電設備関係 １ 式

１ 式
⑤ 非常用通信設備関係 １ 式

１ 式

４． 0
① １ 式

１ 式
② 自動車用充填設備関係 １ 式

１ 式
③ ＬＰガス自動車関係 １ 式

１ 式
④ ＬＰガス自家発電設備関係 １ 式

１ 式
⑤ 非常用通信設備関係 １ 式

１ 式

0

0

0

充填所関係

（参考様式）　別添６－１．見積合計書

申　請　者
申請事業所

内訳
設計費 小計
充填所関係

小計

設備費 小計
充填所関係

工事費

小計
充填所関係
システム稼働確認費

総　　　合　　　計

合　　　　　　　計

消　　　費　　　税



価格順位 選定
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円

価格順位 選定
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
設計費
設備費
工事費
システム稼働確認費

資本関係 □有　　□無 見積合計金額 円
※１　見積書依頼先・提出業者数が３者に満たない場合、及び最安値の依頼先以外を発注先として選定
　　　する場合には、補助金交付の適否を審査する審査委員会が妥当と認め得る内容の、業者選定理由
　　　書を添付する必要があります。
※２　資本関係が１５％以上ある発注先を選定した場合には、利益等排除計算書を作成・添付する必要
　　　があると共に、利益等排除計算書により算出された排除額を補助事業に要する経費から減額して
　　　補助対象経費を算定する必要があります。

（参考様式）　　　　　　　　　　業者選定の為の見積り比較表
申　請　者

申請事業所

見積依頼項目

見積依頼先 見積提示金額

1

2

3

4

見積依頼項目

見積依頼先 見積提示金額

1

4

2

3



（参考様式）

請求をいたします。

１．補助事業者

２．補助事業所

３．調達対象設備

４．調達企業名

５．１と４との（間接持分を含む）資本関係

６．計算書　
平成　　年　　月　　日期の調達企業の売上高 千円
平成　　年　　月　　日期の調達企業の売上総利益 千円
利益等排除をすべき率 ％

①設計費 円 円 円
②設備費 円 円 円
③工事費 円 円 円
④稼働確認費 円 円 円
合計 0 円 0 円 円

７．利益等排除後補助金請求額
0 ×２／３＝ 円

平成　　年　　月　　日

利益等排除計算書（資本関係100％）

　平成２４年度災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業費補助金の補助事業実績報告書提出に際
し、競争入札を実施した結果、補助事業者と同一の資本系列にあるグループ企業から調達することと
なったため、以下の通り利益等排除計算を行い、利益等排除後の補助対象経費に基づき、補助金交付

調達企業からの請求金額 利益等排除額 利益等排除後補助対象経費

0

0



（参考様式）

請求をいたします。

１．補助事業者

２．補助事業所

３．調達対象設備

４．調達企業名

５．１と４との（間接持分を含む）資本関係

６．計算書
平成　　年　　月　　日期の調達企業の売上高 千円
平成　　年　　月　　日期の調達企業の営業利益 千円
利益等排除をすべき率 ％

①設計費 円 円 円
②設備費 円 円 円
③工事費 円 円 円
④稼働確認費 円 円 円
合計 0 円 0 円 円

７．利益等排除後補助金請求額
0 ×２／３＝ 円

平成　　年　　月　　日

利益等排除計算書（資本関係100％未満）

　平成２４年度災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業費補助金の補助事業実績報告書提出に際
し、競争入札を実施した結果、補助事業者と同一の資本系列にあるグループ企業から調達することと
なったため、以下の通り利益等排除計算を行い、利益等排除後の補助対象経費に基づき、補助金交付

調達予定企業からの見積り金額 利益等排除額 利益等排除後補助対象経費

0

0



（様式第１）複数事業所公募者用 （１/４）

法人登録印

電話番号

FAX番号

E-mail

※２　申請者が複数の事業所において公募をする場合は、全ての申請所について以下の２の整備事業所
　　　の欄に必要項目を記入のうえ押印し、２の最上欄１の事業所の申請書として提出して下さい。
      この（様式第１）複数事業者公募者用を提出いただいた申請者については、２の２以下の事業所
　　　の申請書については、（様式１）の申請者・共同申請者欄の法人名以外の欄の記載は不要です。
　　　ただし、責任者及び申請者の役割が最上欄１の記載内容と異なる場合には、該当欄にその異なる
　　　氏名、部署・役職、役割を記載して下さい。

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

※３　本欄に記載の整備事業所についても、（様式１）（２／４）の２以下の項目については、
　　　個別に作成し、提出して下さい。

3

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

2

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

２．整備事業所（整備を実施する充てん所）

1

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

責任者名

整備事業所に対する
申請者の役割

□所有者　□使用者　□配送事業者　□保安事業者

※１　該当する欄の□を■に変更して下さい。

所在地

〒

責任者所属
部署・役職

法人名

代表者名

(役職、氏名)

平成　　年　　月　　日
日本ＬＰガス団体協議会　会長殿

石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・利用インフラ整備事業
（災害時対応型石油ガス中核充てん所整備事業に係るもの））補助金交付申請書

 石油基地等産業保安強化事業費補助金（災害時石油ガス等供給・利用インフラ整備事業（災害時対応
型石油ガス中核充てん所整備事業に係るもの））業務方法書第９条第１項の規定に基づき、下記のと
おり補助金の交付を申請します。

記
１．申請者



法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

法人名

代表者名

事業所名

事業所住所

12

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

11

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

10

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

9

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

8

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

7

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

6

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

5

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒

4

申請者区分 □申請者　□共同申請者

〒


	（様式第１）交付申請書
	（別添）見積合計書
	（参考様式）見積比較表
	（別添参考様式）利益等排除計算書　100%
	（別添参考様式）利益排除計算書　100％未満
	（様式第１）　複数事業所を申請する事業者のみ使用

